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◼ 2026年３月期 第３四半期業績概要

第3四半期（累計） 二桁成長かつ過去最高の売上高、営業利益で進捗
通期業績予想達成に向けて進捗好調

2026年3月期 第３四半期
決算説明レポート

サイバートラスト株式会社（証券コード:4498）

Summary

◼ 2026年３月期 第３四半期業績概要

◼ サービス別概況

◼ 2026年3月期通期業績予想

◼ 2026年3月期通期業績予想

売上高 営業利益ともに前期比二桁増収増益を計画

成長に向けて人的資本、サービス提供インフラへの積極投資をこなしても
営業利益は前期比二桁成長を見込む

• 高成長牽引サービスであるiTrustの成長が加速

• iTrustトランザクション件数は前年同期比＋54%と大きく成長
過去最高の四半期トランザクション件数を記録

• 特に証券口座開設、銀行での利用範囲拡大により本人確認は大幅伸長

トラストサービス

プラットフォーム
サービス

• LinuxサポートはQ2に大手事業者の大型サポート案件獲得に続き、 Q3
には金融機関向けの大型サポート案件を獲得

• EMLinuxサポートは通信制御機器・車載機器・OA機器などで新規案件を
獲得し前年同期比 40％増

IRサイト ３Q決算説明＋社長インタビュー動画 配信中

社長インタビューでは第3四半期の進捗について、高成長牽引サービスである iTrust の注目すべき
KPI、 プラットフォームサービスの今後の見通しなどに関して説明をしています。是非ご視聴ください。

高成長牽引サービスの成長加速に加え、 プロフェッショナルサービスも堅調に推移

https://irp-system.net/presenter/?conts=01kdc3hhg5jg0qnb4rwadsna38
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2026年３月期
第3四半期決算説明資料

サイバートラスト株式会社

東証グロース ： 4498

2026年1月27日

Ⓡ

サイバートラスト株式会社代表取締役社長の北村です。2026年3月期第3四
半期の決算についてご説明いたします。
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Agenda
◼ 2026年３月期 第3四半期 業績概要

◼ サービス別概況

 トラストサービス

 プラットフォームサービス

◼ 経営トピックス

◼ 2026年3月期 通期業績予想

◼ さらなる成長に向けた取り組み

◼ Appendix

修正前：
さらなる課題解決に向けたTIPS

課題解決より成長こちらが本日のアジェンダです。
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◼ 2026年３月期 第3四半期 業績概要

◼ サービス別概況

 トラストサービス

 プラットフォームサービス

◼ 経営トピックス

◼ 2026年3月期 通期業績予想

◼ さらなる成長に向けた取り組み

◼ Appendix

最初に2026年3月期 第3四半期 業績についてご説明します。
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2026年3月期
第3四半期業績

2026年3月期
通期業績予想

▌エグゼクティブサマリー

通期業績予想達成に向けて進捗好調
- 高成長牽引サービスの成長加速に加え、
プロフェッショナルサービスも堅調に推移

第3四半期として、
二桁成長かつ過去最高の売上高、営業利益
- リカーリングサービスは高成長牽引サービスが成長加速

こちらがエグゼクティブサマリーです。

2026年3月期 第3四半期は、第3四半期として二桁成長かつ過去最高の売上高、
営業利益となりました。リカーリングサービスについて、高成長牽引サービ
スが成長を加速して大きく伸びました。

第3四半期までの業績から、2026年3月期の通期予想達成に向け進捗は好調で
す。
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2025年3月期
第3四半期(9カ月累計）

2026年3月期
第3四半期（9カ月累計）

前年同期比

売上高 5,308 6,079 +14.5%

営業利益 968 1,170 +20.9％

経常利益 989 1,170 +18.3％

親会社株主に帰属する
当期純利益 704 688 △2.2％

EBITDA 1,381 1,620 +17.3％

▌2026年３月期 第3四半期（9カ月累計） 連結業績の概要

売上高 前年同期比 14.5％増 6,079 百万円 営業利益 前年同期比 20.9%増 1,170 百万円

第3四半期として、過去最高の売上高、営業利益

（単位：百万円）

※2025年４月オフィス移転に伴い上期で112百万円の特別損失を計上

続いて 2026年3月期 第3四半期の業績概要です。

第3四半期までの9ヶ月累計連結業績は、第3四半期として過去最高の売上高、
営業利益となりました。売上高は前年同期比 14.5%増の60億7,900万円、営
業利益は前年同期比20. 9%増の11億7,000万円となりました。
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▌取引形態別 四半期売上高推移
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（単位：百万円）

プロフェッショナルサービス

ライセンス

リカーリングサービス

※季節変動性 ： Q4はiTrustなど取引が集中する傾向

第3四半期 リカーリング売上高 前年同期比伸長    
高成長牽引

サービスが牽引

こちらが取引形態別の四半期売上高推移です。

本第3四半期については、高成長牽引サービスが成長を牽引し、リカーリン
グ売上高が前年同期比で伸長しました。リカーリング売上高は14億円を超え
て、過去最高の四半期売上高となっています。
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2025年３月期
第3四半期（9カ月累計）

2026年３月期
第3四半期（9カ月累計）

前年同期比

売上高 構成比 売上高 構成比 増減額 増減率

トラストサービス 2,947 55.5% 3,422 56.3% ＋475 ＋16.1％

プラットフォーム
サービス 2,361 44.5% 2,656 43.7% ＋295 ＋12.5％

売上高合計 5,308 100% 6,079 100% ＋771 ＋14.5％

▌サービス別 売上高実績

（単位：百万円）

◼ トラストサービス 高成長牽引サービス iTrust中心にリカーリング伸長とともに大型受託開発により増収

◼ プラットフォーム Linuxサポートは各種LinuxOSサポート新規案件獲得、
EＭＬｉｎｕｘサポートおよびセキュリティコンサル・受託開発堅調推移し増収

次がサービス別 売上高実績です。

トラストサービスは、高成長牽引サービスのiTrust を中心にリカーリングが
大きく伸長しました。また大型受託開発も増収となり、両者によりトラスト
サービス売上高は前年同期比16.1%増の34億2,200万円となりました 

プラットフォームサービスはLinuxサポートが、各種OSサポートの新規案件
の獲得と組み込みOSのEMLinuxサポート、セキュリティコンサル、受託開発
案件が堅調に推移して増収となりました。この結果、売上高は前年同期比
12.5%増の26億5,600万円となりました。
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◼ 2026年３月期 第3四半期 業績概要

◼ サービス別概況

 トラストサービス

 プラットフォームサービス

◼ 経営トピックス

◼ 2026年3月期 通期業績予想

◼ さらなる成長に向けた取り組み

◼ Appendix

サービス別の概況について説明いたします。最初はトラストサービスです。
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トラストサービス
売上高 
（取引形態別）

25年3月期
第3四半期

（9カ月累計）

26年3月期
第3四半期

（9カ月累計）
前年同期比

リカーリング
サービス

2,436 2,759 ＋13.2%

ライセンス 115 81 △29.4%

プロフェッショナル
サービス

395 582 ＋47.2%

売上高合計 2,947 3,422 ＋16.1%

▌トラストサービス｜サービス別業績と取り組み

（単位 ： 百万円）

リカーリングサービス

◼ 高成長牽引サービスの iTrustは、
金融機関向け本人確認や電子契約サービスのパートナー
向け電子署名が伸長し、前年同期比54％増
特に証券口座開設、銀行での利用範囲拡大により本人確
認は大幅伸長

◼ デバイスIDは、クラウド認証サービスのパートナー向け
サービスおよび教育分野でサービスが伸長

■ サーバー証明書は堅調な更新状況により微増

プロフェッショナルサービス

◼ 法務省の商業登記電子証明書のリモート署名システム
案件などにより伸長

高成長牽引サービス iTrust 成長加速

教育分野に強い再販パートナー経由顧客の取引が伸長
（単価増加、オプションが必要な種類のため）

トラストサービスは、高成長牽引サービスであるiTrustの成長が加速しまし
た。

リカーリングサービスについては、特にiTrustで金融機関向けの本人確認や
電子契約サービスの電子署名が伸長し、前年同期比54%増の大きな成長とな
りました。特に証券口座開設や銀行での口座開設及び送金など、利用範囲の
拡大により本人確認が大幅に伸長しました。デバイスIDもクラウド認証サー
ビスのパートナー向けサービスに加えて、教育分野でのサービスが伸長しま
した。また、サーバー証明書は堅調な更新により微増となっています。これ
らから、リカーリングサービスは前年同期比13.2%増の27億5,900万円となり
ました。

プロフェッショナルサービスについても、法務省の商業登記電子証明書のリ
モート署名システム案件などにより伸長し、前年同期比で47.2%増の5億
8,200万円となりました。

9
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 Q1  Q2  Q3  Q4  Q1  Q2  Q3  Q4  Q1  Q2  Q3  Q4  Q1  Q2  Q3  Q4  Q1  Q2  Q3  Q4  Q1  Q2  Q3

21年3月期

(累計)

22年3月期

(累計)

23年3月期

(累計)

24年3月期

(累計)

25年3月期

(累計)

26年3月期

(累計)

▌高成長牽引サービス iTrustのKPI四半期推移 (有償API利用件数）

トランザクション件数

前年同期比 61%増

累計で1億件超のトランザクション

圧倒的実績を有するトラストサービス
28,538,069

16,494,426

8，018，611

2,909,000

38,704,300

1,501万件

26年3月期
第3四半期 利用件数

(四半期)

iTrustのKPI となるトランザクション件数は、前年同期比61%増と大きく増加
しました。本第3四半期については、トランザクション数が1,500万件を超え
て、過去最高の四半期トランザクション件数となっています。

10
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拡大するオンライン本人確認手法への迅速な対応

▌iTrustの利用の拡大に向けた取り組み

「スマホ搭載のマイナンバーカード検証機能」を提供開始

スマホのウォレット機能にマイナンバーカードを登録することで
実物カードの持ち運び不要でスマホのみで本人確認が可能に

窓口での本人確認、オンラインでの本人確認と
多様な本人確認手法に対応

確実なトランザクション増へ繋げ収益拡大
※：「スマホ搭載のマイナンバーカード検証機能」とは、「   mdoc取得機能」を指し、マイナンバーカードの情報を  mdoc形式でスマートフォンに格納することで、物理カード本体がなくてもスマートフォンだけで本人確認や属性証明を安全に行う仕組みのこと

※ ： 「スマホ搭載のマイナンバーカード検証機能」 とは、 「mdoc取得機能」 を指し、マイナンバーカードの情報を mdoc 形式でスマート
フォンに格納することで、物理カード本体がなくてもスマートフォンだけで本人確認や属性証明を安全に行う仕組みのこと

キヤノンマーケティングジャパン提供のデジタルドキュメントサービスに
当社の「eシール自動付与機能」を搭載

企業間の取引関係書類といった重要なPDFファイルの
改ざん有無や発行元の確認が可能に

キヤノンマーケティングジャパンの
幅広い顧客基盤への提供により
eシール市場でのシェア拡大へ

キヤノンマーケティングジャパンとの協業

※ ： キヤノンマーケティングジャパンとサイバートラストが企業間取引における電子文書の安全性と信頼性の強化に向け協業を開
始

eシール本人確認

ウォレット

eシール自動付与

Android版も
2026秋 対応予定

iTrustの利用拡大に向けた取り組みについてご説明いたします。

マイナンバーカードのスマートフォン搭載が開始されており、当社において
もスマートフォンでの本人確認が実現しています。当社でこれまで取り組ん
できたタブレット端末を用いた窓口での本人確認に加えて、オンラインでの
本人確認、中でもスマートフォンだけで完結する本人確認にも対応すること
で、多様な本人確認手法の対応により、確実なトランザクション増へつなげ
収益を拡大する考えです。

また、eシールという新しい分野については、キャノンマーケティングジャ
パンとの協業を推進しています。同社のデジタルドキュメントサービスに、
当社の eシール自動付与機能を搭載しました。これにより、企業間の取引関
係書類を始めとする重要書類の改ざん検知、発行元の確認が可能になりまし
た。協業により同社の幅広い顧客基盤へ提供を行うことで、eシール市場で
のシェア拡大を狙います。

11
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◼ 2026年３月期 第3四半期 業績概要

◼ サービス別概況

 トラストサービス

 プラットフォームサービス

◼ 経営トピックス

◼ 2026年3月期 通期業績予想

◼ さらなる成長に向けた取り組み

◼ Appendix

続いてプラットフォームサービスとなります。
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プラットフォーム
サービス売上高 
（取引形態別）

25年3月期
第3四半期

（9カ月累計）

26年3月期
第3四半期

（9カ月累計）
前年同期比

リカーリング
サービス

1,151 1,343 +16.7%

ライセンス 384 346 △9.8%

プロフェッショナル
サービス

824 966 +17.1%

売上高合計 2,361 2,656 +12.5%

▌プラットフォームサービス ｜ サービス別業績と取り組み

（単位 ： 百万円）

Linuxサポートを中心にリカーリング伸長

リカーリングサービス

◼ LinuxサポートはQ2に大手事業者の大型サポート案件、
Q3に金融機関向けの大型サポート案件獲得

◼ EMLinuxサポートは通信制御機器・車載機器・OA機器
などで新規案件を獲得し前年同期比 40％増

プロフェッショナルサービス

◼ 欧州サイバーレジリエンス法関連のセキュリティコンサル
および受託開発が伸長

◼ 自動車や産業機器等において製品機能や価値がソフトウェ
ア中心に移行する中、オープンソースソフトウェア（OSS）
の重要性が高まり、特に子会社のリネオソリューションズの
受託開発案件が増加

プラットフォームサービスは、Linuxサポートを中心にリカーリングが伸長し
ています。リカーリングについては、Q2に大手事業者の大型サポート案件を
獲得し、Q3も金融機関向けの大型サポート案件を獲得しました。加えて組み
込み OS の分野でも、EMLinuxサポートで通信制御機器、車載機器、OA 機
器などの新規案件を獲得し、前年同期比40%増となっています。結果として、
プラットフォームサービスにおけるリカーリングサービス売上は前年同期比
16.7%増の13億4,300億円となりました。

プロフェッショナルサービスについては、欧州サイバーレジデンス法関連の
セキュリティコンサル及び受託開発が伸びました。また自動車や産業機器な
どで製品機能がソフトウェア中心に移行する中、オープンソフトウェアの重
要性が高まり、子会社のリネオソリューションズの受託開発案件が増加しま
した。これらを受けて、プロフェッショナルサービス売上は前年同期比
17.1%増の9億6,600億円となりました。
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▌サーバー向けOSの利用領域の拡大に向けた取り組み

エンタープライズ市場での採用事例

大手証券会社における
LinuxOSサポートを複数年契約で獲得

一昨年6月のコミュニティサポート終了後も大手需要が継続

移行が難しい大規模システムを有する
大手企業の根強いニーズを捉えた

長期サポートの提供でリカーリング収益拡大

新たな脆弱性対策サービスを提供開始

顧客のシステム構成は変えずに
脆弱性対策のみ実施可能なサービスを提供開始

あらゆる環境においてシステム更新のハードルを下げ
長期間安全に使い続けられる環境を提供

OSからアプリケーションのレイヤーまで
OSSの脆弱性対策を全方位カバー

高まるセキュリティ需要を取り込み収益拡大
※1：サイバートラスト、サポート終了を迎えたオープンソースソフトウェアの脆弱性に対する修正サービスを提供開始 ※2： EPA(Enterprise Pack for AlmaLinux)・ESU（Extended Security Support）

※1 ： サイバートラスト、サポート終了を迎えたオープンソースソフトウェアの脆弱性に対する修正サービスを提供開始
※2 ： EPA(Enterprise Pack for AlmaLinux)・ESU（Extended Security Support）

アプリ

EPA・ESU※2

サーバー向けOS

OS

TuxCare ELS※1

こちらはサーバー向け OS の利用領域拡大に向けた取り組みです。

エンタープライズ市場では、今期大手証券会社におけるLinuxサポートを複数
年で契約しました。大手顧客や大規模システムでは、様々なOS・バージョン
を持つ企業から、包括的にサポートして欲しい、というニーズの存在を確認
しています。これらのニーズを捉えて、包括的かつ長期的なサポートを提供
することで、リカーリングの収益拡大に取り組んでいます。

また、新たな脆弱性対応サービスの提供を開始しました。これまで当社は 
OSに注力して参りましたが、アプリケーションの分野においても脆弱性への
対応が求められています。当社の新たな脆弱性対応サービスは、顧客のシス
テム構成に大きな影響を与えずに、脆弱性対応を実施するサービスです。
様々な環境において、システム更新のハードルを下げ、長期的で安全に使い
続けられる環境を提供します。

OS からアプリケーションのレイヤーまで、OSSの脆弱性対応を全方位でカ
バーすることで、高まるセキュリティ需要を取り込み、収益の拡大を目指し
ています。
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続いて経営トピックスです。
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▌Origin Wireless, Inc. への出資 および、おきでんCplusCとの協業

「やさしいみまもり」の認証強化に向けて「デバイスID」を組込み
許可端末のみをネットワーク接続可能にすることで不正アクセスを防止

※： Origin Wireless, Inc.への出資に関するお知らせ※：おきでん CplusCとサイバートラスト、「やさしいみまもり」での事業協力について

※ ： Origin Wireless, Inc.への出資に関するお知らせ
※ ： おきでんCplusC とサイバートラスト、「やさしいみまもり」での事業協力について

Phase 1 Origin Wireless, Inc. への出資 Phase 2 おきでんCplusC※ 「やさしいみまもり」 との協業

Wi-Fi センシング技術

全国の自治体やパートナー企業向けに提供を拡大し
スマート・スペース市場の開拓を目指す

Wi-Fi電波そのものを高精度な空間認知センサーにし

「人の動き・呼吸・転倒」などを検知する技術

プライバシー性の高いみまもりデータへのアクセスを

「デバイス証明書が入った端末」のみ閲覧可能に

人の活動や睡眠情報などのセンシティブな情報に対し

ID/PWだけでは「情報漏洩・不正アクセス」が不安

本協業で解決

これまでの課題

みまもり 防犯 防災

Origin社の高精度なセンシング技術とともに

データの真正性確保や国際安全基準・法規制適合など

当社のデジタルトラストを活用していく
※おきでんCplusC：沖縄電力グループ 

※ おきでんCplusC ： 沖縄電力グループ 

Origin Wireless社への出資及びおきでんCplusC社との協業についてご説明し
ます。

沖縄電力グループのおきでんCplusC社は、高齢者向けの「やさしいみまも
り」サービスを提供しています。本サービスの鍵となる技術は、 Origin 
Wireless社のWi-Fiセンシング技術です。このWi-Fiセンシングは、特定の空
間の中で人の動きや呼吸、転倒などを検知する技術です。本技術を用いて、
沖縄県で「やさしいみまもり」により高齢者の見守りサービスが提供されて
いますが、人の活動や在宅・不在などの見える化は、ある意味でプライバ
シーに影響を与える非常に機微な情報です。本情報を見守る側から適切に参
照することは非常に重要な機能です。本情報を管理するため、当社の端末認
証サービスであるデバイス IDを組み込み、見守る側にも安心安全な環境や仕
組みを提供する、というのが本協業および出資の枠組みです。

「やさしいみまもり」は、全国の自治体が大きな関心を寄せており、パート
ナー企業も含めて提供を拡大し、スマート・スペース市場の開拓を目指して
います。
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▌Insignary Inc. への出資 および、協業

Insignary社がもつ特許技術との融合により競争優位性を確立
脆弱性管理市場での本格的な事業展開を開始

SBOM生成から脆弱性管理まで一気通貫した運用モデルの実現で
グローバルシェアの獲得を目指す

これまでの課題 本協業で解決

既存ツールではSBOM生成が困難

パッケージ
管理システム

SBOM生成から脆弱性管理まで一気通貫で運用

欧州CRAの報告義務違反リスク 欧州CRAの報告義務をワンストップで順守

※： Insignary Inc.への出資に関するお知らせ※：サイバートラスト、 SBOM生成から脆弱性管理まで一貫した運用モデルの実現に向けて Insignaryと協業

※ ： Insignary Inc.への出資に関するお知らせ
※ ： サイバートラスト、SBOM 生成から脆弱性管理まで一貫した運用モデルの実現に向けて Insignary と協業

MIRACLE Vul Hammer

with Clarity

(SBOM生成) (SBOM管理 ～
 脆弱性管理)

MIRACLE

Vul Hammer

Insignary 

Clarity 特許バイナリファイル

SBOM生成対象物

SBOM生成
可能

SBOM生成
困難

パッケージ
管理システム

SBOM生成対象物

→

→バイナリファイル

SBOM生成可能！

ソースコード
SBOM生成

可能
→

→

→

ソースコード →

続いてInsignary社への出資及び協業についてです。

現在当社がサービス提供をしている脆弱性管理市場では、従来の実行形式で
あるバイナリファイルというものから、SBOMと呼ばれるソフトウェア部品
の生成が困難という課題がありました。SBOMとはソフトウェア部品表で、
システムがどのようなソフトウェアから構成されているかを可視化するもの
です。脆弱性を管理する中で、バイナリファイルが扱えないということは、
コンプライアンス上でも課題となっていました。本課題を解決するのが 
Insignary社が持つ特許技術であり、本技術を用いてこれまで難しかった、バ
イナリファイルからのSBOM生成が可能となります。

当社が提供している脆弱性管理サービスのMIRACLE Vul Hammerと
Insignary社のClarityの両者サービスを組み合わせ、これまで実現が難しかっ
たSBOMの生成から脆弱性管理までを一気通貫した運用モデルを実現しまし
た。加えて同社との協業により、本ソリューションをグローバルに展開して、
グローバルのシェアの獲得も目指します。
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続いて2026年3月期の通期業績予想です。
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▌デジタルトラスト事業の継続成長の根拠

ITインフラの
基盤要素

（認証技術、OS)
が事業領域

↓
景気変動耐性
が高い

パートナー・
エコシステムによる

顧客基盤
↓

安定収益獲得

社会の変化への
高い適応能力

↓
継続的に新サービス

をリリース

デジタル社会で必要とされる基盤要素を

社会の変化に合わせて提供し続けることで安定的な利益成長を実現

DXサービスやアプリケーションを支える
共通インフラ（認証技術、OS）を

サービス事業者に対して提供する事業

開発・運用の実績、
市場・技術の変化や国際安全基準・

法規制の動向に対応するための体制

DX

認証

アプリ

OS

R&D活動

業界団体活動

グローバルコミュニティ
への貢献とフィードバック

VARパートナー
全国のパートナーネットワーク

最初にデジタルトラスト事業の継続成長の根拠についてご説明いたします。

当社は IT インフラの基礎要素である、認証技術とOSを事業領域としていま
す。これらは非常に普遍性が高く、景気変動耐性が高い特徴を持つ技術・事
業領域です。本領域を事業の根幹となる価値として提供する部分が、当社の
本質的なポイントとなります。

また様々な社会の変化に対応するため、研究開発活動・業界団体での活動・
グローバルコミュニティとの貢献及びフィードバックなどにより、社会の変
化に対して、我々の基礎技術・基礎要素をサービス化することでより新しい
価値を届ける、ということを可能にしている部分も当社のポイントです。

そして最後が、パートナー・エコシステムによる顧客基盤です。当社は様々
な基盤技術を顧客に提供し、またパートナーが提供する価値とも組み合わせ
て最終的な顧客に提供するモデルが多くを占めています。パートナーと共に
顧客に更なる価値を届ける、このような組み合わせにより安定収益を獲得す
るビジネスモデルを構築しています。
デジタル社会が今後更に進展する中で、必要とされる基盤要素を社会の変化
に合わせてパートナーを通して提供し続けることで、安定的な利益成長を実
現しています。

19
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▌デジタルトラスト 成長領域の売上拡大フェーズへ

iTrust
リモート署名

サーバー証明書

デバイスID

マネージド
PKI

EMLinux

CentOS
延長サポート

AlmaLinux

iTrust
本人確認

DXの進展、国際安全基準・法規制の動向に伴い
成長領域の収益増加を見込む

安定収益

MIRACLE
LINUX

iTrust
eシール

大

市
場
成
長
率

小

小 売上規模 大

高成長牽引

安定高収益

iTrust
全体

現在DXが進展しており、また法制度や法規制がデジタル化を支援する動きの
中で、更なる成長領域として収益拡大を見込んでいるのがiTrustです。iTrust
は本人確認、リモート署名、eシールなどから構成されていますが、今後の
社会動向を背景に更なる成長の段階に入り、売上拡大フェーズに入る状況に
あります。

20
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働き方改革

研修＆リスキリング

新報酬制度
（業績連動）

サポート体制強化
（運用＋技術サポート）

認証センター/
バックアップセンター

＋
第2認証センター
（成長＋災害対策）

人的資本とサービス提供インフラを中心に

さらなる成長のため積極的に投資

▌さらなる成長のための投資

人的資本・サービス提供インフラへの投資をこなし二桁成長

また成長を支えるために、働き方改革、研修&リスキリング、報酬制度含め
た人的資本への投資を行っています。

そしてサービスを提供する際の基盤となる電子認証センター、または第二認
証センターという、今後のさらなる成長および、災害対策のための設備の確
保、更に社会基盤として24時間 365 日サービスを提供し続けるためのサポー
ト体制の強化などのサービス提供インフラへも積極的な投資を行ってきまし
た。

21
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675

△ 277 △ 50
△ 80 △ 40

66

△ 43
△ 109 1,570

FY24営業利益 変動利益 新報酬制度 株式報酬制度 第二電子認証センター 24×365対応 本社オフィス賃料 減価償却費 その他 FY25営業利益

1,421

▌営業利益 増減分析

人的資本、サービス提供インフラへの積極投資

総額 約450百万円

成長に向けたより一段の積極投資をこなしても、営業利益は二桁増益

25年3月期
営業利益

2６年3月期
営業利益
（計画）

（単位：百万円）

営業利益 +148百万円

+10.5％

△102

先ほどご説明した、投資を行いながら二桁成長を実現する、というのが今期
の取り組みです。

営業利益の増減分析としては、人的資本投資やサービス提供インフラへの積
極的な投資の総額が4億5,000万円となります。しかし本投資を行っても、営
業利益は二桁増益と予想しています。

22
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25年3月期 26年3月期
前期比

増減額 増減率

売上高 7,442 8,200 +７４７ +10.2%

営業利益 1,421 1,5７０ +１４8 +10.5%

営業利益率（％） 19.1 19.1 － －

経常利益 1,448 1,570 +121 +8.4%

親会社株主に帰属する
当期純利益

969 970 +0 +0.0%

EBITDA 1,993 2,208 +215 +10.8%

▌2026年３月期 通期業績予想

通期業績予想達成に向けて進捗好調
- 高成長牽引サービス成長加速、プロフェッショナルサービスも進捗好調

単位：百万円

※

※

※2025年４月オフィス移転に伴い上期で112百万円の特別損失を計上

2026年3月期 通期業績予想についてご説明いたします。

2026年3月期の通期業績は売上高82億円、営業利益15億7,000万円と予想して
おり、達成に向けての進捗は好調に推移しています。
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▌2026年3月期 配当予想

2026年3月期の期初配当予想は 1株当たり 11円50銭 を継続

配当
政策

中長期的な企業価値の向上を目指した成長投資を積極的に行いつつも、
中長期的視点で事業拡大を図る方針に対して株主の理解を深めていただくため、
期末配当として年１回の剰余金の配当を安定的かつ継続的に実施していくことを基本方針とします。

中間配当 期末配当

2025年３月期実績 11円50銭

2026年３月期予想 0円00銭 11円50銭

※2025年10月１日を効力発生日として株式分割を実施しています

続いて2026年3月期 配当予想です。

当社は、中長期的な企業価値の向上を目指し成長投資を積極的に行い事業拡
大を図る、という方針に対して株主の皆様の理解をいただくため、期末配当
として年1回の剰余金の配当を安定的かつ継続的に実施することを基本方針
としています。本方針を受け、2026年3月期の期末配当予想は1株当たり11円
50銭を継続することとしています。
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最後に更なる成長に向けた取り組みについて、技術革新に伴う新たな市場
ニーズ拡大の観点からご説明いたします。
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▌技術革新に伴う新たな市場ニーズの拡大

技術革新が進むほど、「それが本物か？信頼できるか？」を証明する
デジタルトラストの必要性は拡大し続けます

スリー
フィールズ

サイバー
トラスト

スマートホーム市場の急拡大

「Matter」対応の認証局の認定取得

背景

サイバー
トラスト

ルート認証局の認定取得

スマートホームデバイスの普及と共通規格「Matter」の

登場により、メーカーの垣根を超えた家電連携が加速

利便性の裏で、接続される機器が「偽物や不正な機器で

はないか」を証明するセキュリティ需要が急務

スマートホーム分野における業界標準規格「Matter」に
対応する Non-VID Scoped PAA（Product 
Attestation Authority）の認定取得により、
家電など含むスマートホーム関連製品に証明書を発行

テーマ 2 スマートホーム/Matter

Matterに対応する認証局の認定取得により
スマートホーム関連製品に証明書を発行

※：サイバートラスト、スマートホーム分野の業界標準規格「 Matter」対応認証局の認定を取得

※ ： サイバートラスト、スマートホーム分野の業界標準規格「Matter」対応認証局の認定を取得

テーマ 1 生成AI/ディープフェイク

スリーフィールズ社がもつ特許技術との融合により
生成AIによるフェイク動画対策を C2PA 署名で保証

※：スリーフィールズとサイバートラスト、 C2PA技術を活用した映像コンテンツの真正性保証ソリューションの共同開発を開始

※ ： スリーフィールズとサイバートラスト、C2PA 技術を活用した映像コンテンツの真正性保証ソリューションの共同開発を開始

スリーフィールズ社とC2PA技術を活用したソリューション開発

特許

×

映像データと C2PA 技術の統合

認証技術を活用した信頼性の強化

特許技術を用いて保存された映像に「いつ・どこで・

どのように撮影・編集」したかを記録し、電子署名を付与

映像が加工・共有されても、改ざんを即座に検知し、

履歴追跡できる機能の実現に向けた開発を進める

認証技術と「iTrust C2PA 用証明書」 を活用し、

映像が「本物」であることを証明する基盤を築く

電子的な証拠能力を担保するためタイムスタンプや

電子署名技術の活用を推進

2026.1.7 発表 2026.1.13 発表

国内初！ 

デジタルトランスフォーメーションが進む中で、当社は様々なソリューショ
ンを提供しています。しかし技術革新が進むほど、「それが本物か？信頼で
きるか？」を証明するデジタルトラストの必要性が高まっています。そのよ
うな中で、今回2つのテーマについてご説明いたします。

1つ目のテーマは、生成 AI とAIによるディープフェイクに関する問題です。
本問題を解決する現時点のソリューションとしては、C2PAというものがあり
ます。 C2PAはデジタルコンテンツの信頼性を確保する標準的な技術仕様と
それを策定する団体を指しますが、C2PA の技術を用いて、スリーフィール
ズ社と協業し、新たなソリューションの開発を進めています。同社はいつ・
どこで・どのように撮影・編集されたかの情報を保存する技術を所有してお
り、当該技術と当社の技術を組み合わせることで、デジタルコンテンツの信
頼性確保を高めるソリューションを開発しています。同社が持つ特許と当社
の C2PA の技術の融合により、生成AIによる画像対策、フェイク画像対策を
実現します。また本ソリューションは、様々なデジタルコンテンツへの応用
もできると考えています。AI が様々なコンテンツを生み出す社会において、
本当にそれが本物なのかを証明するソリューションとして、C2PAを用いた事
業展開を力強く推進します。
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2つ目のテーマはスマートホームにおけるMatterという規格です。

Matterは、スマートホーム機器を安全にネット、ホームネットワークに接続
するための規格です。スマートホーム市場は現在急拡大している状況にあり
ます。これまで様々な規格がありましたが、スマートホームの規格がMatter
に集約される中で、現在世界中の様々な企業が Matter に対応した製品を製
造しています。Matterに則り製品を開発してホームネットワークに接続する
際は、該当製品がMatter対応製品であるかどうかを確認する必要があり、そ
のために用いる電子証明書が必要です。この電子証明書を発行する認証局と
して、当社は国内で初めてMatter対応の認証局の認定を取得しました。これ
により、国内外のメーカーがMatter対応の製品を製造した際に、Matterの認
定を受けた機器として、当社の証明書の活用が可能です。Matterに対応する
認証局の認定取得により、スマートホーム関連製品に証明書を発行し、当社
の事業が更に拡大するため、スマートホーム市場に対し今後積極的に取り組
んでいきたいと考えています。

以上が決算の説明となります。
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対談コーナー

司会：第3四半期決算について北村社長に伺います。よろしくお願いします。

北村社長：よろしくお願いします。
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2025年3月期
第3四半期(9カ月累計）

2026年3月期
第3四半期（9カ月累計）

前年同期比

売上高 5,308 6,079 +14.5%

営業利益 968 1,170 +20.9％

経常利益 989 1,170 +18.3％

親会社株主に帰属する
当期純利益 704 688 △2.2％

EBITDA 1,381 1,620 +17.3％

▌2026年３月期 第3四半期（9カ月累計） 連結業績の概要

売上高 前年同期比 14.5％増 6,079 百万円 営業利益 前年同期比 20.9%増 1,170 百万円

第3四半期として、過去最高の売上高、営業利益

（単位：百万円）

※2025年４月オフィス移転に伴い上期で112百万円の特別損失を計上

司会：第3四半期の業績は前年同期比で増収増益、通期予想に対する進捗率
も売上高・営業利益ともに約75%となっています。この進捗をどのように評
価していますか。
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25年3月期 26年3月期
前期比

増減額 増減率

売上高 7,442 8,200 +７４７ +10.2%

営業利益 1,421 1,5７０ +１４8 +10.5%

営業利益率（％） 19.1 19.1 － －

経常利益 1,448 1,570 +121 +8.4%

親会社株主に帰属する
当期純利益

969 970 +0 +0.0%

EBITDA 1,993 2,208 +215 +10.8%

▌2026年３月期 通期業績予想

通期業績予想達成に向けて進捗好調
- 高成長牽引サービス成長加速、プロフェッショナルサービスも進捗好調

単位：百万円

※

※

※2025年４月オフィス移転に伴い上期で112百万円の特別損失を計上

北村社長：第3四半期は前年同期比で二桁の増収増益となり、想定通りの着
地であったと考えております。また、例年に比べて売上高、営業利益ともに
進捗率が良い状況であり、通期業績予想の達成に向けて好調に進捗している
と評価しております。
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▌DXの進展による新たな社会課題

社会の変化 新たな社会課題

非対面（オンライン）取引の増加
本人になりすまし、

銀行口座や携帯電話を不正に取得

「この人、この内容は本物ですか？」

より厳格に確かめることが必要に
DX

デジタルデータの改ざんペーパーレスの普及

iTrust
電子的な本人確認 電子的な電子署名

司会：次にサービス別に見ていきたいと思います。
まずトラストサービスについてですが、トラストサービスの中でも成長を牽
引するiTrustが前年同期比54%増と大きく伸びています。この力強い成長ト
レンドは今後も続くのでしょうか？

北村社長：iTrust につきましては、経済社会活動におけるデジタルトランス
フォーメーション（DX）という非常に大きな流れの中、特に今後の法改正に
向けて、金融機関や通信業界でのオンライン完結型サービスにおいて本人確
認の重要性が一層高まっております。

そのような環境の中、第 3 四半期は証券口座や銀行口座の開設で本人確認
サービスの利用が増加しております。今後もその法改正を受けたトランザク
ションの増加が見込まれます。
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 Q1  Q2  Q3  Q4  Q1  Q2  Q3  Q4  Q1  Q2  Q3  Q4  Q1  Q2  Q3  Q4  Q1  Q2  Q3  Q4  Q1  Q2  Q3

21年3月期

(累計)

22年3月期

(累計)

23年3月期

(累計)

24年3月期

(累計)

25年3月期

(累計)

26年3月期

(累計)

▌高成長牽引サービス iTrustのKPI四半期推移 (有償API利用件数）

トランザクション件数

前年同期比 61%増

累計で1億件超のトランザクション

圧倒的実績を有するトラストサービス
28,538,069

16,494,426

8，018，611

2,909,000

38,704,300

1,501万件

26年3月期
第3四半期 利用件数

(四半期)

司会：今後もiTrustの利用は多くなりそうですね。それではiTrustのサービスに
ついて、投資家が注目すべき数値はどこでしょうか？

北村社長：注目していただきたい数字は、「トランザクション数」です。
 iTrust は、本人確認、電子署名ならびに最近加わった e シールの実行件数をト
ランザクション数 としてカウントしています。
この実行件数に単価を掛け合わせたものが売上となるため、この回数が伸びれば
伸びるほど収益が増加していくという構造です。

当第 3 四半期では、売上ベースで 54%増となり、特にその中でも本人確認サー
ビスの影響が非常に 大きくなっております。
証券会社における口座開設、あるいは、銀行における口座開設や送金時の本人確
認による実行件数が大きく増えたことが、トランザクション数の大幅な増加に寄
与しました。

また、電子署名サービスにおいても、パートナー様を経由した電子署名が拡大し
ており、これもトランザクションの増加に貢献しております。今後も本人確認の
厳格化やペーパーレスのさらなる進展によって、iTrust の市場としては非常に追
い風であると考えております。

司会：なるほど、今後の成長が楽しみですね。
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▌サーバー向けOSの利用領域の拡大に向けた取り組み

エンタープライズ市場での採用事例 重要インフラ市場での採用事例

大手事業者の国産クラウドサービスにて
クラウド基盤全体の各種LinuxOS大型サポートを獲得

セキュリティパッチサービスを数千台規模で提供

NTTデータとの協業開始
本協業によりシステム主権の確保と長期安定運用を実現

OSを仮想化環境やサーバーと一体的に提供

大手事業者に加え、金融機関においても
セキュリティ意識が高まる中

ニーズを的確に捉えた各種サポートで収益拡大

経済安全保障の観点からシステム主権を
確保できる自国・自社でコントロール可能な
プラットフォームの提供でサポート収益拡大

プラットフォーム

OS

仮想化環境

サーバー サーバー

Prossione Virtualization®

サブスクリプション With AlmaLinux

Cent Alma ・・・ ・・・ Alma Alma Alma ・・・ ・・・

製品
再選定

※： NTTデータとサイバートラスト、「Prossione Virtualization®」の製品強化および長期サポート体制確立に向けた協業を開始※： (NTTデータ)「Prossione Virtualization」の紹介サイト

※ ： NTTデータとサイバートラスト、「Prossione Virtualization®」の製品強化および長期サポート体制確立に向けた協業を開始
※ ： (NTTデータ) 「Prossione Virtualization」の紹介サイト

国産クラウド

25年10月よりAlmaLinux版提供開始！

2026年3月期 第2四半期
決算説明資料より転載

司会：続いてプラットフォームサービスについてうかがいます。
Linuxサポートでは 第2四半期に大手事業者の大型案件、第3四半期には金融
機関向けの大型案件を獲得したとのことですが、今後の Linuxサポートの見
通しはいかがでしょうか。

北村社長：Linux サポートにつきましては、これまでに獲得いたしました大
手のお客様の中においても、様々 な OS の環境やバージョンが複雑で多岐に
渡り、かつ、大規模なシステムを有するお客様が存在しています。そうした
環境下において、当社の Linux サポート、OS サポートのニーズがあること
を確認しております。そのような大規模なシステムにおける包括的な長期サ
ポートの案件獲得を、来期以降もしっかり捉えていきたいと考えております。 
また、当社が力を入れております AlmaLinux のサポートに関しても、本格的
な収益化を目指して取り組んでいるところです。 具体的には、富士通様との
サーバーと組み合わせた提供形態、また NTT データ様との仮想化環境を組
み合わせた提供形態など、AlmaLinux 提供の準備を進めてまいりました。今
後はこれらの様々な提供形態をもって、重要インフラ分野のお客様のシステ
ム移行のタイミ ングを的確に捉えて、AlmaLinuxの利用拡大に取り組んでい
く所存です。 

司会：AlmaLinux のサポート事業は御社による提供のみではなく、他社との
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連携した提供もある、という理解で適切でしょうか？

北村社長：はい。色々なシステムや、その基盤は、OS 単体というよりは、
サーバーというハードウェアや、仮想基盤というミドルウェアと上手く組み
合わせて利用されるのが一般的な利用形態です。そのため、 当社がパート
ナー様と協業することによって、よりお客様にとって導入しやすい形で提供
することも AlmaLinux 利用拡大の取り組みの一環となっています。
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▌取引形態別 四半期売上高推移

682 675 719 775 826 873 936 964 955 972 1,012 1,064 1,021 1,029 1,069 1,109 1,079
1,228 1,281 1,338 1,336 1,323

1,443124 103
116

196 138
120

186 199 169 117
146

174
137 132

146

311

152

193 153 
140 151 162

114

183

442 310

564

268
373

345

497

283 379
401

490

284
374

427

421

261

415
543 

654 

416 
526

605

990

1,221
1,146

1,536

1,234

1,367

1,468

1,661

1,408
1,468

1,560

1,729

1,443

1,537

1,643

1,842

1,493

1,837

1,977 

2,133 

1,903 

2,012

2,163

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3

21年3月期 22年3月期 23年3月期 24年3月期 25年3月期 26年3月期

（単位：百万円）

プロフェッショナルサービス

ライセンス

リカーリングサービス

※季節変動性 ： Q4はiTrustなど取引が集中する傾向

第3四半期 リカーリング売上高 前年同期比伸長    
高成長牽引

サービスが牽引

司会：次に四半期毎の売上高推移についておうかがいします。前年同期比で
リカーリング売上高の伸びが直近になるほど強くなっています。これはなぜ
でしょうか。

北村社長：こちらは 2つ大きな要因があります。

1 つ目は、前期に開始した CentOS 延長サポートです。
これを契機として、前期は Linux サポートが大幅な増収となって、リカーリ
ングサービス売上の規 模を一段引き上げました。この効果は今期も継続して
おり、大型サポート案件の受注に加え、包括 的なサポートのニーズをしっか
り取り込めたことが大きな要因となっています。
これを受け、当第 3 四半期の Linux サポートも前年同期比で増収となり、今
後も増収傾向を見込んでおります。 また、高成長牽引サービスの iTrust が
当第 3 四半期で 54%増という非常に大きな成長を実現でき ました。
このように需要をしっかり取り込んで成長を加速できたことも、リカーリン
グサービスを 大きく押し上げた要因であると評価しております。

司会：売上が積み上がる構造ができており、これからも楽しみですね。
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司会：最後に株主や投資家の皆様へメッセージをお願いできますか？

北村社長：当社は様々な経済社会活動におけるデジタルトランスフォーメー
ション（DX）を支援するための、製品・サービスを提供しています。この大
きな流れは、これからも続く非常に大きくかつ重要なトレンドと考えていま
す。その中において、国が推進するマイナンバーカードの利用シーンの拡大、
それを後押しする法改正、これらをしっかり捉えて、トラストサービスにお
けるiTrustの成長を、更にもう一段高いレベルで成長させる取り組みを今ま
さに進めています。

またプラットフォームにおいても、富士通や NTT データのようなパート
ナーと共に、更なる市場拡大に向けた取り組みを進めています。このような
取り組みを通して、企業価値の向上に全力で取り組みます。

株主や投資家の皆様の期待に応えられるよう、これからも更なる成長に向け
て取り組みますので、今後ともご支援のほどよろしくお願い申し上げます。

司会：第3四半期決算について北村社長にうかがいました。ありがとうござ
いました。
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